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新個人所得税法の実施における優遇措置の移行問題を明確化 

2018年12月27日、財政部及び国家税務総局は共同して改正後の個人所

得税法の実施を徹底させるため、「改正後個人所得税法における関連優遇

措置の移行問題に関する財政部、税務総局の通達」（以下、「164号文」）

を公布した。164号文では、新個人所得税法の実施後において広く注目され

ている従来の年一回の賞与、上場企業のストックオプション所得、退職補償金

、外国人向けの諸手当の個人所得税免除などに関する優遇措置の移行問

題を明確にした。 

なお、164号文は2019年1月1日より施行される。 

注目ポイント 

164号文では従来の優遇措置の移行に関して下記のとおり明確にした。 

3年移行期間の政策 

以下の優遇措置は2019年1月1日から2021年12月31日までの3年移行

期間において維持される。 

 外国人向けの諸手当 

外国人居住者（1納税年度において183日以上に中国に居住する外国人

）は下記項目のどちらか一つを選択して享受する。 

 特別付加控除項目 

 従来の個人所得税免除の税制優遇措置 

上記の優遇措置は同時に享受することはできない。また一度いずれかの優遇

措置を選定したら当該1納税年度においては変更できない。 
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 年１回の賞与 

源泉徴収義務者または納税者は下記のどちらか一つを選択して享受する。 

 従来の免税優遇措置を維持する（12で除し、添付1の税率表の適用

税率及び速算控除額で税額を算出し、当期の総合所得には合算しな

い）。 

 当期の総合所得に合算して納付する。 

 上場企業のストックオプション所得 

 関連法規の要件を満足し、従来の月次に割り当ての優遇計算方法を

適用するストックオプション所得は、当期の総合所得と合算せずともよい。 

 添付2の税率表を適用して税額を算出して納付する。 

 1納税年度に2回又は2回以上のストックオプション所得を取得する場合

、ストックオプション所得を合計してまとめて上述の優遇措置を適用する。 

下記の優遇措置の改正 

 個人が企業年金、職業年金を受け取る場合 

 総合所得に合算せずに税額を算出して納付する。 

 毎月年金を受け取る場合、添付1の税率表を適用して月次で税額を算

出して納付する。 

 四半期毎年金を受け取る場合、受取時に受給額を各月に案分して、

添付1の税率表を適用して四半期毎に税額を算出して納付する。 

 年1回年金を受け取り、或いは海外移住や死亡のために一括で受け取

る場合、添付2の税率表を適用して税額を算出して納付する。 

 退職補償金 

 前年度の現地平均賃金の3倍を超えた部分は当期の総合所得に合算

せず、添付2の税率表に基いて税額を算出して納付する。 

 早期退職補償金は、早期退職年数で割り当て、添付2の税率表を適

用して税額を算出して納付する。 

その他の新個人所得税法の優遇措置は引き続き維持される。 

KPMGの所見 

164号文の公布は、中国政府が最近強調している政策の安定性を維持する

方針を貫徹し、個人所得税改革によって個人の税負担軽減の目的を堅持し

たものである。 

なお、源泉徴収義務者及び納税者は上記の個人所得税の優遇措置を享受

する際に、下記の事項に注意しなければならない。 

 上述の3年移行期間政策を適用する3つの優遇措置については、企業
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は移行期間満了後の税制変動及び影響に注視し、移行期間内に事

前準備（関連税務コストの測定、人材確保のインセンティブ政策、人員

派遣政策、租税補助金政策及び報酬・福利政策のレビューなど）を整

えておくべきである。 

 年一回の賞与の優遇措置は移行期間中は従来のままに維持されるが、

この優遇措置の欠陥も依然として残されている。特に企業が従業員の賞

与支給額を算定する際、所得税率の累進による手取り賞与額の過度

な減額レンジを避けるように注意しなければならない。 

 源泉徴収義務者及び納税者は関連個人所得税優遇措置の適用にあ

たって、事前に優遇措置の具体な内容及び前提条件を充分に理解し、

法規に従って必要な手続きを完了する。 

 源泉徴収義務者及び納税者は移行期間における選択可能な優遇措置に

対する関連事項をあらかじめ準備しておく。 

KPMGは引き続き個人所得税改革の関連政策に注目しており、即時に法令の

解読を提供する。企業並び納税者の方は個人所得税改革の最新動向や税務

最前線の情報について、何時でもKPMGまでお気軽にお問い合わせください。 

 

添付1：個人所得税総合所得月度税率表 

 

等級 課税所得額 税率（%） 速算控除額 

1 3,000人民元以下 3 0 

2 3,000人民元超、12,000人民元以下 10 210 

3 12,000人民元超、25,000人民元以下 20 1,410 

4 25,000人民元超、35,000人民元以下 25 2,660 

5 35,000人民元超、55,000人民元以下 30 4,410 

6 55,000人民元超、80,000人民元以下 35 7,160 

7 80,000人民元超 45 15,160 

  添付2：個人所得税総合所得年度税率表 
 

等級 仮源泉徴収税額累計 仮源泉徴収税

率（%） 

速算控除額 

1 36,000人民元以下 3 0 

2 36,000人民元超、144,000人民元以下 10 2,520 

3 144,000人民元超、300,000人民元以下 20 16,920 

4 300,000人民元超、420,000人民元以下 25 31,920 

5 420,000人民元超、660,000人民元以下 30 52,920 
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6 660,000人民元超、960,000人民元以下 35 85,920 

7 960,000人民元超 45 181,920 
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イノベーションが新たなパワーを呼び込み、 

租税のルートも自ずから広がって行く。 
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上記に関する実務上で生じた疑問がある場合、下記まで

気軽にお問合せください。 
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